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交通の確保
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交通事故による死者数（注）（以下単に「死者数」という。）は、平成４年以降減少傾向にあるが、
近年では、高齢者人口の増加等を背景として、死者数の減少幅が縮小する傾向にある。このよう
な交通事故情勢の下、28年度から32年度までを計画期間とする第10次交通安全基本計画におい
て掲げられた、32年までに「24時間死者数を2,500人以下とし、世界一安全な道路交通を実現
する」、「死傷者数を50万人以下にする」という目標を達成するため、警察では、関係機関・団
体等と連携し、各種交通事故防止対策を一層推進していくこととしている。

	 1	 交通事故の現状
（１）平成29年の概況
29年中の死者数は3,694人と、警察庁が保有する昭和23年以降の統計で最少となった。ま
た、交通事故発生件数及び負傷者数は、13年連続で減少した。

（２）過去10年間の死者数等の推移
平成20年と比較して、29年中の死者数は29.1％、65歳以上の死者数は19.9％減少した。ま
た、65歳以上の人口10万人当たり死者数は36.4％減少したが、全年齢層の約２倍の水準で推
移している。
さらに、29年中の死者数全体に占める65歳以上の割合は、過去最高を記録した前年より0.1
ポイント低下したが、54.7％と、引き続き高い水準にある。

1第 節
交通事故情勢

注：交通事故発生から24時間以内の死者数

図表５－１ 交通事故の概況（平成29年）

○　交通事故発生件数 � 47万2,165件（前年比2万7,036件（5.4％）減少）
○　死者数 � 3,694人（前年比210人（5.4％）減少）
○　負傷者数 � 58万850人（前年比3万8,003人（6.1％）減少）
○　30日以内死者数注� 4,431人（前年比267人（5.7％）減少）
注：交通事故発生から30日以内（交通事故発生日を初日とする。）の死者数

図表５－２ 死者数の推移（平成20～29年）
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図表５－３ 人口10万人当たり死者数の推移
（平成20～29年）
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注１：指数は、20年を100とした場合の29年の値である。
　２：�算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計

資料「国勢調査」又は「人口推計」（各年10月１日現在人口
（補間補正を行っていないもの））による。

図表５－４ 死者数全体に占める65歳以上の割合（平成20～29年）

年次 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
割合(％) 48.4 49.9 50.3 49.2 51.4 52.6 53.3 54.6 54.8 54.7
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（３）状態別・類型別の特徴
状態別人口10万人当たり死者数をみると、歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗
用中の順に多いが、平成29年中は、前年と比べていずれも減少した。
また、類型別人口10万人当たり死亡事故件数をみると、29年中は、正面衝突等（注１）、横断
中、出会い頭衝突の順に多い。

（４）時間帯別・月別の特徴
時間帯別死亡事故件数をみると、日没と重なる17時台から19時台にかけて発生している死
亡事故が多い。
また、薄暮時間帯（注２）の死亡事故は、10月から12月にかけて多く発生している。

注１：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突
２：日没前後1時間以内

図表５－５ 状態別人口10万人当たり死者数の
推移（平成20～29年）
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年次
状態 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

歩行中 1.37 1.35 1.37 1.33 1.28 1.25 1.18 1.21 1.07 1.06

自動車乗車中 1.35 1.28 1.28 1.15 1.12 1.11 1.08 1.04 1.05 0.96

二輪車乗車中 0.78 0.70 0.69 0.67 0.62 0.60 0.55 0.53 0.54 0.50

自転車乗用中 0.57 0.56 0.52 0.50 0.44 0.47 0.42 0.45 0.40 0.38

その他 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

合計 4.08 3.90 3.88 3.66 3.47 3.44 3.23 3.24 3.07 2.91

注１：算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料
「国勢調査」又は「人口推計」（各年10月１日現在人口（補間補正
を行っていないもの））による。

　２：「二輪車」とは、自動二輪車及び原動機付自転車をいう。
　３：「その他」とは、リヤカー等の利用中死者等をいう。

図表５－６ 類型別人口10万人当たり死亡事故
件数の推移（平成20～29年）
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� 年次�
類型 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

正面衝突等 1.08 1.07 1.05 0.97 0.89 1.00 0.95 0.92 0.94 0.88

横断中 0.97 0.94 0.97 0.92 0.90 0.85 0.81 0.82 0.74 0.71

出会い頭衝突 0.70 0.60 0.59 0.53 0.49 0.43 0.43 0.45 0.39 0.40

人対車両その他 0.36 0.36 0.35 0.37 0.34 0.32 0.33 0.34 0.29 0.29

右左折時衝突 0.28 0.27 0.25 0.23 0.25 0.22 0.20 0.20 0.19 0.17

追突 0.21 0.19 0.21 0.24 0.20 0.18 0.18 0.16 0.16 0.13

その他 0.37 0.34 0.34 0.31 0.30 0.35 0.26 0.28 0.28 0.27

合計 3.98 3.79 3.77 3.56 3.37 3.37 3.15 3.17 2.98 2.86

注１：算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料
「国勢調査」又は「人口推計」（各年10月１日現在人口（補間補正
を行っていないもの））による。

　２：「人対車両その他」とは、対面・背面通行、路上横臥
が
等をいう。

　３：「その他」とは、追越し・追抜き時衝突、転倒、列車事故等をいう。

図表５－７ 時間帯別死亡事故件数（平成25～
29年の合計）
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図表５－８ 薄暮時間帯の月別死亡事故件数
（平成25～29年の合計）
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	 2	 交通事故の分析
交通事故防止対策を一層効果的かつ効率的に推進していく上で前提となるのが交通事故分析
であり、警察では、いわゆるPDCAサイクルにより、高度かつ精緻な分析に基づいた交通安全
教育、交通規制、交通指導取締り等の対策を推進している。

（１）高齢運転者による死亡事故
平成29年中の75歳以上の自動車等（注１）の運転者による死亡事故件数は前年より減少し、死

亡事故件数全体に占める割合は前年より低下した。しかし、過去10年間では、前者は横ばいで
推移しており、後者は上昇傾向にある。
また、第１当事者（注２）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数をみると、75歳以
上の運転者によるものは減少傾向にあるものの、75歳未満の運転者によるものと比べて２倍以
上の水準で推移しており、依然として75歳以上の運転者が死亡事故を起こしやすい状況にある。

29年中の75歳以上の自動車等の運転者による死亡事故は、人的要因別では、操作不適が最
も多く、中でも、ブレーキとアクセルの踏み違いの占める割合が6.2%と、75歳未満の運転者
によるものに比べて高いことなどが明らかとなっている。

注１：自動車、自動二輪車及び原動機付自転車
２：交通事故の当事者のうち最も過失が重い者

図表５－９ 75歳以上の自動車等の運転者に
よる死亡事故件数等の推移
（平成20～29年）
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図表５－10 自動車等の運転者（第１当事者）の
年齢層別運転免許人口10万人当たり
死亡事故件数の推移（平成20～29年）
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注：算出に用いた運転免許人口は、各年末現在の値である。

図表５－11 自動車等の運転者（第１当事者）の人的要因別死亡事故件数の内訳（平成29年）
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（２）自転車が関係する交通事故
自転車が関係する交通事故（以下「自転車関係交通事故」という。）件数は減少傾向にあるも
のの、交通事故発生件数全体に占める割合は横ばいで推移しており、平成29年中は19.1%と、
前年より0.9ポイント上昇した。
また、自転車関係交通事故の相手当事者別件数はいずれも減少傾向にあるが、対歩行者事故
件数については減少幅が小さく、29年中は、前年より増加した。

29年中の自転車関係交通事故において自転車
乗用中であった者のうち、ヘルメットを着用し
ていなかった者の致死率（注２）は、ヘルメットを着
用していた者に比べて3倍以上高いなど、頭部
の損傷が重大事故につながりやすくなっている。
また、29年中の自転車の運転者による対歩行
者死亡重傷事故（注３）については、約半数が24歳
以下の運転者によるものであり、損害賠償責任
保険等の加入が確認された運転者は、60.5％で
あった。

(c)ZENRIN Co.,LTD.(Z18JH第087号)

駅周辺の商業地

駅

駅商業地域

GISを活用した交通事故分析（大阪府警察作成）

CASE

大阪府警察では、従来からGIS（地理情報シ
ステム）を活用し（注１）、高齢者が関係する交通
事故が多発する地域を中心に交通安全教育等の
対策を実施しているところ、その効果を検証し
た結果、効果が不十分なケースがみられたこと
から、詳細に分析を行い、交通事故当事者の進
行方向にある商業施設や居住地域において交通
安全教育等の対策を実施するなど、PDCAサ
イクルによる対策を推進している。

図表５－12 自転車関係交通事故件数の推移
（平成20～29年）
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注：自転車相互の交通事故は１件として計上している。

図表５－13 自転車関係交通事故件数の相手当事
者別指数の推移（平成20～29年）
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注１：指数は、20年を100とした場合の値である。
　２：「二輪車」とは、自動二輪車及び原動機付自転車をいう。

図表５－14 自転車乗用中のヘルメット着用・
非着用別致死率（平成29年）
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注１：�道路形状に交通規制、交通指導取締り等の対策や交通事故発生状況等を重ね合わせて表示させることで、これまで明らかでなかったこれ
らの相関を解明し、より効果的な交通安全対策の企画・立案等を行っている。

２：死傷者数に占める死者数の割合
３：自転車が第１当事者であって、相手当事者が歩行者である交通事故のうち、当該歩行者が死亡又は重傷の被害が生じた交通事故
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	 1	 交通安全教育と交通安全活動
（１）交通安全教育
国家公安委員会は、地方公共団体、民間団体等が適切かつ効果的に交通安全教育を行うこと
ができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交
通安全教育指針を作成し、公表している。近年では、交通事故分析の結果、横断中の高齢者等
が左方向から進行する車両と衝突する死亡事故が多いことが判明したことから、同指針の一部
を改正し（平成29年３月施行）、高齢者等に対する交通安全教育において、当該車両の動きに
十分に注意するように指導することとしている。
警察では、関係機関・団体等と連携し、同指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身
の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。
また、一定台数以上の自動車を使用する事業者等が、道路交通法の規定に基づき選任された
安全運転管理者により、同指針に従って適切に交通安全教育を実施することが義務付けられて
いることから、安全運転管理者等を対象とした講習を行うなど必要な指導を行っている。
（２）交通安全活動

①　全国交通安全運動
広く国民に交通安全思想の普及と浸透を図るとともに、交通ルールの遵守と正しい交通マナー
の実践を習慣付けることにより、交通事故防止の徹底を図るため、全国交通安全運動を毎年春
と秋の２回実施している。

②　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底
平成29年に実施された全国調査（注１）では、後部

座席同乗者のシートベルト着用率は、一般道路で
36.4％、高速道路（注２）で74.4％にとどまり、チャ
イルドシートの使用率も64.1％にとどまっている。
警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験
映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感で
きる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほ
か、幼稚園・保育所等において、保護者に対し、
道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等に
適合したチャイルドシートの使用の呼び掛けや正
しい取付方法の指導をすることなどにより、これ
らの適正な着用・使用の徹底を図っている。

③　反射材用品等の着用促進
薄暮時・夜間に歩行者及び自転車利用者が被害に遭う交通
事故を防止するため、反射材用品、LEDライト等の視認効
果、使用方法等について理解を深める参加・体験・実践型の
交通安全教育や関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を
実施するなど、反射材用品等の着用促進を図っている。

2第 節
交通安全意識の醸成

注１：警察庁と一般社団法人日本自動車連盟（JAF）の合同調査で、シートベルト着用率については同年10月に、チャイルドシートの使用率
については同年４月に、それぞれ実施されたもの（http://www.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/index.htm）

２：高速自動車国道及びこれと類似の性格や機能を有するもので国家公安委員会が指定する自動車専用道路

図表５－15 後部座席同乗者のシートベルト
着用率の推移（平成19～29年）

平成20年6月
改正道路交通法施行
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反射材用品 LEDライト

CASE

北海道警察では、29年１月から同年３月にかけて反射材用品のデザ
インを公募し、最優秀賞を受賞した中学生考案のデザインを使用して、
道内の企業と連携し、反射材用品「サクラリフレクター」を製品化した。
「サクラリフレクター」は、全国交通安全運動期間中の啓発活動におい
て使用されたほか、スーパーマーケットやインターネットを通じて販売
されるなど、反射材用品の着用促進方策の一つとして活用されている。 サクラリフレクター
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	 2	 子供の安全確保
（１）子供が関係する交通事故の状況
平成29年中の15歳以下の子供の死者数は67人であり、これを状態別にみると、歩行中が
41.8％、自転車乗用中が19.4％を占めている。また、15歳以下の子供の人口10万人当たり死
者数及び死傷者数の推移をみると、いずれも全年齢層に比べて減少率が大きい。

（２）小学生及び中学生が関係する交通事故の状況
小学生及び中学生の死者数及び死傷者数を状態別にみると、歩行中では、保護者から離れて
登下校を行うようになった直後の時期である小学校１年生の死傷者数が最多であり、死者数は
小学校６年生の８倍となっている。また、自転車乗用中では、自転車での登下校が増加する中
学校１年生の死傷者数が小学校６年生の約２倍となっている。

（３）子供の交通事故防止対策
警察では、心身の発達段階に応じた段階的かつ体系的な交通安全
教育を推進している。
幼児に対しては、チャイルドシートの使用等の幼児に特有の内容
のほか、自らの判断で行動する歩行者となるために基本となる交通
ルールや交通マナー等を習得させるため、幼稚園・保育所等及び保
護者等と連携して、腹話術や紙芝居等の視聴覚に訴える教育手法を
取り入れた交通安全教室等を実施している。
児童に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識

を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び
能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。
中学生に対しては、自転車で安全に道路を通行するために必要な技能・知識を習得させると
ともに、自己の安全だけでなく他人の安全にも配慮できるようにするため、中学校、PTA等と
連携した自転車教室等を実施している。
また、通学路の定期的な合同点検等の結果を踏まえ、警察による対策が必要な箇所において、
教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の
整備、通学路の危険箇所を取り上げた具体的な交通安全教育等を推進している。

図表５－16 15歳以下の人口10万人当たり死者
数の推移（平成20～29年）
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注１：指数は、20年を100とした場合の29年の値である。
　２：�算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料「国勢調査」又は「人口

推計」（各年10月１日現在人口（補間補正を行っていないもの））による。

図表５－17 15歳以下の人口10万人当たり死傷
者数の推移（平成20～29年）
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注１：指数は、20年を100とした場合の29年の値である。
　２：算出に用いた人口は、各年の前年の人口であり、総務省統計資料「国勢調査」又は「人口

推計」（各年10月１日現在人口（補間補正を行っていないもの））による。

図表５－18 小学生及び中学生の状態別死者数
（平成25〜29年の合計）
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図表５－19 小学生及び中学生の状態別死傷者数
（平成25〜29年の合計）
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	 3	 高齢者の安全確保
（１）高齢者が関係する交通事故の状況
平成29年中の65歳以上の高齢者の死者数は2,020人であり、これを状態別にみると、歩行
中が48.1％、自動車乗車中が28.7％、自転車乗用中が16.1％を占めている。また、歩行中死
者数については、65歳以上の高齢者が全体の約７割を占めており、人口10万人当たり死者数
を年齢層別にみると、おおむね年齢層が高いほど多くなる傾向にある。

（２）高齢者の交通事故防止対策
警察では、運転免許を保有していない高齢者を含め、
交通ルールの遵守や交通安全意識の醸成を促すため、関
係機関・団体等と連携し、交通事故が多発している交差
点等における交通ルールの遵守の呼び掛けや、医療機関、
福祉施設等における広報啓発活動を行っているほか、高
齢者が加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等
を理解し、自ら納得して安全な交通行動を実践すること
ができるよう、シミュレーター等の各種教育用機材を積
極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実
施している。また、夜間に横断中の死亡事故が多いとい
う高齢者の交通行動の傾向等を踏まえ、これを周知するとともに、反射材用品等の着用促進を
図っている。
さらに、高齢運転者に対する教育、安全運転サポート車（注１）の官民一体となった普及啓発等の
高齢運転者の交通事故防止対策（注２）や交通環境の整備による高齢者の安全確保に向けた取組（注３）
を推進している。

参加・体験・実践型の交通安全教育

注１：169頁参照
２：168、169頁参照
３：175頁参照

図表５－20 歩行中死者数の推移（平成20～29年）
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図表５－21 年齢層別人口10万人当たり歩行
中死者数の推移（平成20～29年）
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を行っていないもの））による。
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	 4	 自転車の安全利用の促進
（１）自転車関係交通事故の状況
自転車関係交通事故件数は減少傾向にある
ものの、依然として交通事故発生件数の約２
割を占めている。平成29年中の自転車乗用中
死者数（注１）は480人と、前年より29人（5.7％）
減少したが、法令違反別にみると、自転車側
の約８割に何らかの法令違反があり、中でも、
運転操作不適及び安全不確認が多い。

（２）良好な自転車交通秩序の実現のための対策
警察では、平成29年５月に施行された自転車活用推進法等を踏
まえつつ、関係機関・団体等と連携して、自転車の安全利用の促進
を図っている。

①　自転車通行環境の確立
警察では、歩行者、自転車及び自動車のいずれも安全かつ適切に
通行できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間
（自転車専用通行帯（注２）及び自転車道（注３））を整備するとともに、普
通自転車（注４）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し
（注５）等を通じて自転車と歩行者の安全確保を図っている。

②　自転車利用者に対するルール等の周知徹底
警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、

「自転車安全利用五則」（注６）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転
車は車道通行が原則であることなどの自転車の通行ルール等の周知を図っている。
また、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性、交通事故の加害者となっ
た場合の責任の重大性、損害賠償責任保険への加入の必要性等の周知を図るとともに、交通事
故の被害を軽減するための対策として、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合の
シートベルトの着用の促進を図っている。

③　自転車安全教育の推進
警察では、関係機関・団体等と連携して、児童・生徒や高齢者等に対する自転車安全教育を
推進しており、教育内容の充実を図っている。29年中、児童・生徒や高齢者等を対象に、自転
車シミュレーターを活用するなどした参加・体験・実践型等の自転車教室を全国で約４万6,000
回開催し、約500万人が受講した。

④　自転車利用者に対する指導取締りの推進
警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注７）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信

号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措
置を講ずるなど、厳正に対処している。
また、交通の危険を生じさせるおそ
れのある一定の違反行為を反復して
行った自転車の運転者を対象とする自
転車運転者講習を実施しており、29
年中は122人が受講した。
注１：自転車乗用中死者数は、第１・２当事者以外の当事者を含むため、必ずしも自転車乗用中死者（第１・２当事者）数と一致しない。
２：交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯
３：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間
４：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽

けん
引していないもの

５：道路交通法では、普通自転車は車道通行が原則とされているところ、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することが
できるが、幅員３メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案し、当該交通
規制を原則廃止する方針に基づく見直しを実施している。

６:「自転車は、車道が原則、歩道は例外」、「車道は左側を通行」、「歩道は歩行者優先で、車道寄りを徐行」、「安全ルールを守る（飲酒運転・
二人乗り・並進の禁止、夜間はライトを点灯及び交差点での信号遵守と一時停止・安全確認）」及び「子供はヘルメットを着用」を内容
とし、19年７月に中央交通安全対策会議（交通安全対策基本法により、内閣府に置かれ、内閣総理大臣を会長とし、関係する大臣等を
委員とする会議）交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって
活用することとされたもの

７：自転車関係交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望等を踏まえ、全国1,838か所（29年末現在）を指定し、自転車利用者に対する
街頭における指導啓発活動等を推進している。

図表５－22 自転車乗用中死者（第１・２当事者）
数の推移（平成20～29年）
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図表５－23 自転車利用者に対する指導取締り状況（平成29年）

取締り
件数（件）

指導警告 
件数（件）信号無視 通行禁止 遮断踏切 

立入り
指定場所 

一時
不停止

制動装置 
不良 酒酔い その他

7,143 113 3,984 969 433 122 1,341 14,105 1,550,724 
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	 5	 飲酒運転の根絶に向けた警察の取組
（１）飲酒運転の根絶に向けた規範意識の確立
平成29年中の飲酒運転による交通事故件数は3,582
件と、17年連続で減少し、このうち飲酒死亡事故件
数は204件と、前年より９件（4.2％）減少した。
飲酒運転の死亡事故率（注１）は、飲酒運転以外のも

のと比べて約8.3倍も高く、飲酒運転は、極めて悪
質・危険な犯罪行為である。
警察では、飲酒運転の危険性、飲酒運転による交
通事故の実態、飲酒運転につながるアルコール依存
症に関する正しい知識等について積極的に広報する
とともに、飲酒が運転等に与える影響について理解
を深めるため、運転シミュレーターや飲酒体験ゴー
グルを活用した参加・体験・実践型の交通安全教育
を推進している。
また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界に対して飲酒運転を防止するため
の取組を要請しているほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキー
パー運動」（注２）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転をし
ない、させない」という国民の規範意識の確立を図っている。

（２）飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進
飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく
必要がある。警察庁では、国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転
代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心
感の向上を図るための施策を推進している。

（３）飲酒運転の取締り
飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、
酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

注１：交通事故発生件数に占める死亡事故件数の割合
２：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る

者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動

図表５－24 飲酒運転の死亡事故率（平成29年）
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図表５－25 自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成25～29年）

年次
区分 25 26 27 28 29

認定業者数（業者） 8,848 8,890 8,866 8,916 8,850 
自動車運転代行業の従業員数（人） 81,238 79,971 78,985 75,895 76,275 
随伴用自動車台数（台） 28,516 28,046 27,382 26,791 25,753 

図表５－26 飲酒運転の取締り件数（平成29年）

区分 酒酔い運転 酒気帯び
運転

車両等
提供罪 酒類提供罪 要求・依頼 

同乗罪
取締り件数（件） 566 26,629 103 32 640 

飲酒検問の状況
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	 6	 高速道路における交通警察活動
（１）高速道路ネットワークと交通事故の状況
平成29年末現在、高速道路は198路線であり、その総延長距離は１万2,400キロメートルを
超えている。29年中の高速道路における死者数は169人と、前年より27人（13.8％）減少した。

（２）高速道路における交通の安全と円滑の確保
①　道路管理者と連携した交通安全対策
警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等
の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管
理者と共同して実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、
パトロール等を強化している。特に、逆走が原因となる交通事
故や、中央帯がなく、往復の方向別に分離されていない区間に
おける対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないこ
とから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための交通安全施設等の整備や、対向車線へのは
み出しを防止するため、道路の中央部へのワイヤロープの設置等を推進している。また、渋滞
発生時には、的確な臨時交通規制を実施するほか、迅速に道路管理者と情報共有を行うことで、
道路情報板や後尾警戒車の活用等による渋滞区間における追突事故の防止を図っている。

②　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育
警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、交通事故の発生状況
や逆走の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障や交通事故等により運転が
困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

③　交通事故防止に資する交通指導取締り
警察では、著しい速度超過や飲酒運転、車間距離保持義務違反、通行帯違反等の悪質性・危
険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの
着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、サービスエリア等における貸切バスの乗
客等へのシートベルト着用を促す声掛けや、関係機関・団体等と連携した普及啓発活動を推進
するとともに、平成29年中はシートベルト装着義務違反を15万7,963件取り締まった。

④　高規格の高速道路における規制速度の引上げ
28年３月に学識経験者等から構成される調査研究委員会において取りまとめられた「高規格
の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」では、構造適合速度（注）が120キロメート
ル毎時の高規格の高速道路のうち、交通事故の発生状況や車両の走行速度等に関する一定の条
件を満たす区間については、規制速度を100キロメートル毎時を超える速度に引き上げること
が可能であるとされた。これを踏まえ、29年11月には新東名高速道路の新静岡インターチェ
ンジから森掛川インターチェンジまでの区間において、同年12月には東北自動車道の花巻南イ
ンターチェンジから盛岡南インターチェンジまでの区間において、それぞれ規制速度を110キ
ロメートル毎時へ引き上げる試行を開始した。今後は、試行期間における交通事故実態、車両
の走行速度の変化等について検証した上、両区間の規制速度を120キロメートル毎時に引き上
げること及び他の路線又は区間の規制速度を引き上げることの可否について検討を行う予定で
ある。
注：道路の構造等を基に、数キロメートル単位の区間ごとに算出した道路の設計速度に相当する値

ワイヤロープの設置例（北海道縦貫自動車道）

図表５－27 高速道路における交通事故発生件数・死者数・負傷者数の推移（平成20～29年）

� 年次 
区分 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

交通事故発生件数（件） 10,970 11,114 12,204 11,711 11,299 11,520 10,202 9,842 9,198 8,758
死者数（人） 196 179 191 217 225 227 204 215 196 169
負傷者数(人） 18,125 19,272 20,729 19,996 19,736 19,920 18,062 17,129 16,092 15,409
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	 1	 運転者教育
（１）運転者教育の体系
運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的

に設けられており、その流れは次のとおりである。

（２）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実
運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員
会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指
定自動車教習所（注１）の卒業者は、このうち技能試験が
免除される。
指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割

を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を
図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実
に努めている。
全国で平成29年末現在1,330か所ある指定自動車

教習所の卒業者で、29年中に運転免許試験に合格し
た者の数は、154万1,620人となっている。
また、運転免許を受けようとする者は、その種類に
応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するため
の講習（取得時講習）を受講することが義務付けられ
ているところ、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注２）を卒業した者はこれと同内容の
教育を受けているため、受講が免除される。

3第 節
きめ細かな運転者施策
による安全運転の確保

注１：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所
２：届出自動車教習所（所在地を管轄する都道府県公安委員会に対して、名称や所在地等の届出を行った自動車教習所）のうち、職員、施

設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所

図表５－29 取得時講習の実施状況（平成29年）

免許 講習名 内容 受講者数（人）

普
通
免
許
等

大型車講習

それぞれの自動車の運転に係
る危険の予測等安全な運転に
必要な技能及び知識

642

中型車講習 761

準中型車講習 397

普通車講習 7,428

大型二輪車講習 275

普通二輪車講習 1,222

大型旅客車講習 425

中型旅客車講習 18

普通旅客車講習 802

応急救護処置講習 人工呼吸、心臓マッサージ等
応急救護処置に必要な知識 9,135

原
付
免
許

原付講習
原動機付自転車の操作方法、
走行方法等安全運転に必要な
知識等

101,130

注：いずれの講習も実技訓練を含むこととされている。

図表５－28 運転者教育の体系

指定自動車教習所

特定届出自動車教習所

届出自動車教習所

その他の自動車教習所
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許
を
受
け
よ
う
と
す
る
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運
転
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許
試
験

取
得
時
講
習

運
転
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証
の
交
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事故・違反をした者

停止処分者講習

違反者講習

初心運転者講習

取消処分等を受けた者

取消処分者講習

更
新

更新時講習（注１）

高齢者講習（注２）

認定教育（注３）・その他の講習

教
習
所
教
育

注１：運転免許証の更新を受けようとする者は、更新時講習の受講が義務付けられている。
　２：�運転免許証の有効期間が満了する日における年齢が70歳以上の者については、更新時に高齢者講習の受講が義務付けられている。また、75歳以上

の者については、認知機能検査の受検が義務付けられており、検査結果に基づいて高齢者講習が行われる。
　３：�都道府県公安委員会の認定を受けた運転免許取得者教育のうち、高齢者講習又は更新時講習と同等の効果を生じさせるために行われる課程を終了し

た者については、それぞれ講習の受講が免除される。
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（３）運転免許取得後の教育の充実
①　きめ細かな更新時講習の実施
更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必
要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者
を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施
している。

②　危険運転者の改善のための教育
道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた
者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、
停止処分者講習及び違反者講習を実施している。
特に、飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、
AUDIT（注１）、ブリーフ・インターベンション（注２）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛
り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運
転に対する規範意識の向上を図っている。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を
集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーター、飲酒体験ゴーグル等を活用した酒酔いの疑似
体験、飲酒運転事故の被害者遺族による講義を実施するなど、教育内容の充実を図っている。

③　自動車教習所における交通安全教育
自動車教習所は、いわゆるペーパードライバー教育をはじめとする運転免許保有者に対する交
通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県
公安委員会は、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。
注１：Alcohol Use Disorders Identification Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された

「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかな
どを判別するもの

２：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問
題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの

図表５－30 更新時講習の実施状況（平成29年）

区分 優良運転者講習 一般運転者講習 違反運転者講習 初回更新者講習
受講者数（人） 8,795,891 2,902,263 2,747,363 1,097,392

うち特定失効者（注1）・	
特定取消処分者（注2） 24,957 98,175 62,128 40,742

講習時間	 ３０分 １時間 ２時間 ２時間

講習内容	

DVD等の視聴覚教材を使用
して交通事故の実態、安全
な運転に必要な知識等につ
いて説明する。

優良運転者講習の内容に加
え、運転適性検査用紙等に
より適性検査を実施し、具
体的な指導を行う。

一般運転者講習の内容に加
え、自動車等の運転に必要
な知識に関する討議及び指
導を行う。

一般運転者講習の内容に加
え、運転経験の浅い運転者
向けの自動車等の運転に関
する基礎的な知識に関する
討議及び指導を行う。

注１：�特定失効者とは、運転免許が効力を失った日から６月以内（やむを得ない理由がある者については、３年以内で、当該事情がやんだ日から１月以内）の
者のことで、更新時講習等の受講により運転免許試験の一部が免除される。

　２：�特定取消処分者とは、一定の症状を呈する病気等に該当することを理由として免許を取り消された者のことで、更新時講習等の受講により運転免許試験
の一部が免除される。

図表５－31 危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成29年）

講習名 対象者 内容 効果 受講者数（人）

初心運転者講習
普通免許等取得後１年未満の
初心運転者で、違反行為をし、
一定の基準に該当する者

技術及び知識の定着を図ることを目的とし、路上訓練や
運転シミュレーターを活用した危険の予測や回避の訓練
を取り入れるなどの方法によって行っている。

再試験を免除される。 28,656

取消処分者講習 運転免許の拒否、取消し等の
処分を受けた者

受講者に運転適性を自覚させて運転態度の改善を図るた
め、自動車の運転等をさせることにより運転適性に関す
る調査及びそれに基づく個別的かつ具体的な指導を行っ
ている。

新たな運転免許試験の受
験資格となる。 27,382

停止処分者講習 運転免許の保留、効力の停止
等の処分を受けた者

処分を受けた者の申出に基づいて行われ、自動車の運転
等をさせることにより運転適性に関する調査を行い、そ
れに基づく指導を行うとともに、講習効果を測定するた
めの考査を行っている。

受講結果に応じて、運転
免許の効力の停止等の期
間が短縮される。

223,757

違反者講習
違反行為に対する点数が３点
以下である違反行為をし、一
定の基準に該当する者

運転者の資質の向上に資する社会参加活動の体験を含む
講習又は自動車の運転等を通じた個別の運転適性につい
ての診断と指導を含む講習を選択することができる。

運転免許の効力の停止等
の行政処分を受けない。 102,678

注：再試験では、運転免許試験と同等の基準で合否判定が行われ、29年中は1,404人が受験し、不合格となった1,101人が運転免許を取り消された。
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	 2	 高齢運転者の交通事故防止対策の推進
（１）高齢運転者に対する教育等
更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講

習の受講が義務付けられている。また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、
満了する日より前の６月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられており、同検査の結
果に応じた高齢者講習を受講することとされている。
また、平成29年３月からは、一定の違反行為（注１）をした75歳以上の運転者に対して臨時認知
機能検査を行い、その結果が直近の認知機能検査の結果と比較して悪化した者等については、臨
時高齢者講習を実施している。さらに、運転免許証の更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検
査の結果、認知症のおそれがあると判定された者については、その者の違反状況にかかわらず、
医師の診断を要することとしている。

（２）運転免許証の自主返納（申請による運転免許の取消し）
身体機能の低下等を理由に自動車の運転をやめる際には、運転免
許の取消しを申請して運転免許証を返納することができるが、その
場合には、返納後５年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を
受けることができる。この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で
犯罪収益移転防止法の本人確認書類として使用することができる。
警察では、申請による運転免許の取消し及び運転経歴証明書制度

の周知を図るとともに、運転免許証を返納した者への支援について、
地方公共団体をはじめとする関係機関・団体等に働き掛けるなど、
自動車の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい
環境の整備に向けた取組を進めている（注２）。

運転経歴証明書の様式

注１：信号無視、通行区分違反、一時不停止等の認知機能が低下した場合に行われやすい違反行為
２：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自

主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブページを集約し、高齢者等への情報提供に取り
組んでいる。

図表５－32 更新時の認知機能検査及び臨時認知
機能検査の実施状況（平成29年）

検査名 第１分類（注1）	
（人）

第２分類（注2）	
（人） 

第３分類（注3）	
（人） 合計（人）

更新時の認知機能検査 51,756 500,457 1,312,646 1,864,859

臨時認知機能検査 2,316 25,533 69,441 97,290

注１：�更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判定
された者

２：�更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知機能が低下しているおそ
れがあると判定された者

３：�更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知機能が低下しているおそ
れがないと判定された者

図表５－33 高齢者講習及び臨時高齢者講習の実
施状況（平成29年）

講習名 75歳未満
（人）

75歳以上（人）

第１分類 第２分類 第３分類

高齢者講習 897,741 24,202 415,516 1,105,352 1,545,070

臨時高齢者講習 － 300 7,524 － 7,824

運転免許証の自主返納に関する広報ポスター

図表５－34 申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の
交付件数の推移（平成25～29年）

年次
区分 25 26 27 28 29

申請による免許の取消し件数（件） 137,937 208,414 285,514 345,313 423,800
うち75歳以上の者	 87,014 96,581 123,913 162,341 253,937

運転経歴証明書の交付件数（件）	 107,268 168,557 236,586 295,523 366,696
うち75歳以上の者	 65,488 73,298 96,282 131,728 213,152

CASE
山形県警察では、平成28年３月から、警察署及び運転免許試験場に加え、県内の全ての交番・

駐在所において、運転免許証の自主返納や運転経歴証明書の交付の申請を受け付けているほか、
運転経歴証明書の交付については、交番・駐在所だけでなく、地域警察官が巡回連絡の際に申請
者の自宅でも行うことができるようにするなど、高齢者等の利便性の向上を図っている。
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（３）高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議
高齢運転者による交通死亡事故の発生状況等を踏まえ、高齢運転者の交通事故防止対策に政府
一丸となって取り組むため、平成28年11月に、「高齢運転者による交通事故防止対策に関する
関係閣僚会議」が開催されたほか、同月、中央交通安全対策会議交通対策本部の下に、関係省庁
の局長等から構成される「高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム」が設置された。
警察庁では、29年１月から、「高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議」を開催し、
高齢運転者に係る詳細な事故分析を行い、専門家の意見を踏まえ、高齢者の特性が関係する事故
を防止するために必要な方策を幅広く検討した。同会議では、改正道路交通法の確実な施行に関
する取組を引き続き推進すべきとされた一方、高齢者の運転リスクとして、認知症や視野障害の
ほか、反射神経の鈍化や筋力の衰え等の加齢に伴う身体機能の低下について指摘がなされ、運転
免許証の自主返納、先進安全技術の普及啓発等に向けた取組を推進すべきとされるなど、多角的
かつ幅広い議論が行われ、同年６月には「高齢運転者交通事故防止対策に関する提言」が取りま
とめられた。
警察では、同提言も踏まえ、運転適性相談の充実・強化、高齢者講習の適切な実施、自動車教

習所を活用した交通安全教育等の高齢運転者による安全運転の継続を可能とするための支援を行
うとともに、運転免許証の自主返納後における移動手段の確保等の高齢運転者の特性等に応じた
きめ細かな対策を推進している。また、同会議の下に、同提言において調査研究を実施すべきと
された認知症、視野障害及びその他の加齢に伴う身体機能の低下という高齢者の運転リスクにそ
れぞれ対応する３つの分科会（注１）を開催し、調査研究を進めている。

注１：「認知機能と安全運転の関係に関する調査研究」分科会、「視野と安全運転の関係に関する調査研究」分科会及び「高齢者の特性等に応じ
たきめ細かな対策の強化に向けた運転免許制度の在り方等に関する調査研究」分科会

２：衝突被害軽減ブレーキを搭載した自動車
３：衝突被害軽減ブレーキに加え、ペダル踏み間違い時加速抑制装置等を搭載した自動車

安全運転サポート車（サポカー（注２）・サポカーS（注３））の普及啓発
衝突被害軽減ブレーキやペダル踏み間違い時加速抑制装置等の先進安全技

術を搭載した安全運転サポート車の普及啓発については、高齢運転者による
交通事故防止対策の一環として、官民一体となって取り組む必要がある。警
察では、自動車メーカー等と連携しつつ、運転免許センター等の警察施設や
指定自動車教習所等において、安全運転サポート車の試乗会等、同車の普及
啓発に関する各種イベントを実施している。

また、先進安全技術は、条件によっては適切に作動しない場合があること
など、その機能の限界や使用上の注意点を正しく理解し、機能を過信せずに
責任を持って安全運転を行わなければならない旨の周知を図っている。

MEMO

サポカー・サポカーSに関する
広報ポスター
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	 3	 様々な運転者へのきめ細かな対策
（１）運転者の危険性に応じた行政処分の実施
警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通

の場から早期に排除することによって交通の安全を図るため、運転免許の行政処分を厳正かつ迅
速に実施している。
また、近年、一般の運転者に危険を感じさせるような悪質・危険な運転行為（いわゆるあおり
運転）が社会問題化しており、妨害行為を繰り返しながら相手の車両を執拗に追い回すなど、運
転行為が暴行と認められる場合及びいわゆるあおり運転等に起因するトラブルが暴行、傷害等の
事案に発展した場合について、積極的に行政処分を行うこととしている。

（２）運転適性相談の充実等
警察では、加齢に伴う身体機能の低下等のため自動車等の安全な運転に不安のある高齢運転者

やその家族、身体の障害や一定の症状を呈する病気等のため自動車等の安全な運転に支障のある
者等からの相談を受け付けるため、運転適性相談窓口を設けている。
また、運転適性相談窓口に、看護師等の医療系専門職員をはじ
めとする専門知識の豊富な職員を配置する（注）とともに、適切な相
談場所を確保するなどして、相談者のプライバシーの保護のため
に特段の配慮をしているほか、職員による町内会への訪問や警察
署への巡回等によって相談を積極的に受け付けるなど、運転者等
が相談しやすい環境の整備に努めている。
さらに、相談終了後も運転者等に連絡して継続的な対応を図っ
たり、患者団体や医師会等と密接に連携し、必要に応じて相談者
に専門医を紹介したりするなど、運転適性相談の充実を図ってい
る。
このほか、運転免許センターや警察署におけるポスターの掲示、都道府県警察のウェブサイト
の活用等により、運転適性相談窓口の周知徹底を図っている。

注：平成30年４月現在、29都道府県で48人の医療系専門職員が配置されている。

図表５－36 運転適性相談の受理件数の推移（平成25～29年）

年次
区分 25 26 27 28 29

運転適性相談受理件数（件） 49,145 65,625 77,779 84,220 100,174 
運転免許非保有者 11,438 12,852 16,566 17,259 19,194 
運転免許保有者 37,707 52,773 61,213 66,961 80,980 

図表５－35 運転免許の行政処分件数の推移（平成25～29年）

年次
区分 25 26 27 28 29

総数（件）	 406,047 366,437 357,442 339,601 315,898
取消し 38,210 37,577 40,536 40,176 42,297
停止 367,837 328,860 316,906 299,425 273,601

注：取消し件数は、初心運転者に対する再試験に係る取消しの件数及び申請による取消しの件数を含んでいない。

運転適性相談の状況
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（３）国際化への対応
警察では、日本語を解さない外国人が運転免許を取得するなどし、安全に自動車等を運転する

ことができるよう、外国語による学科試験の実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等
を推進している。
また、外国等の行政庁等の運転免許を有す
る者については、一定の条件の下に運転免許
試験の一部を免除できる制度があり、平成29
年中の同制度による運転免許証の交付件数は3
万9,188件であった。
さらに、外国人運転者のための外国語によ
る安全教育DVDを作成し、その活用を図ると
ともに、地域の実情に応じ、外国人運転者に
対する安全教育の充実を図っている。

（４）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減
警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即

日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置、申請書の写真添付の省略等の施策
を推進している。
平成29年中は、全国で1,084か所の運転免許証の更新窓口において、1,793万4,787件の更新
免許証を交付しており、このうち即日交付は1,435万603件であった。
また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の整備・改善、漢字に振り
仮名を付けた学科試験の実施、字幕入り安全教育DVDの活用、身体障害者用に改造された持込
車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対して、身体障害者
の教習に使用できる車両や取付部品の整備を促すなど、障害者に係る教習体制の充実について指
導している。

（５）運転者の特性に応じた運転者標識
運転者は、自動車を運転するときに、一定の条件に該当する
場合は、それぞれの条件に応じて、車両の前面及び後面に初心
運転者標識、高齢運転者標識（注）又は聴覚障害者標識を表示す
ることが義務付けられているほか、表示義務がない場合であっ
ても、身体の状態が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがある
ときなどは、高齢運転者標識又は身体障害者標識を表示するよ
う努めなければならないとされている。これらの標識は、他の
車両の運転者に注意を喚起するとともに、標識を表示した自動
車を保護することなどによって交通事故防止を図るものであり、
これらの標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止
されている。

注：高齢運転者標識は、平成23年に様式が変更されたが、変更前の標識（「もみじマーク」）についても、当分の間、表示することができる。

初心運転者標識 高齢運転者標識

身体障害者標識 聴覚障害者標識

図表５－37 外国等の行政庁等の運転免許証を有
する者に対する運転免許試験の一部
免除の流れ
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	 1	 交通実態を踏まえた交通環境の整備
（１）交通安全施設等整備事業の推進
警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする交通安全施
設等の整備を進めている。
交通安全施設等の整備については、昭和41年以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防
止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが、平成15年以降は、交
通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合し
た「社会資本整備重点計画」に即して推進している。
27年度から32年度においては、当該期間を計画期間とする第４次社会資本整備重点計画に
即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっ
ており、警察庁では、25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関
する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本
計画」に基づき、27年３月、警察関連施設の維持管理・更新等を着
実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察
庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即し
て、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な
視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下
した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、
ライフサイクルコストの削減等に努めている。

4第 節
交通環境の整備

図表５－38 主な交通安全施設等整備
状況

◯　信号機� 約21万基
◯　道路標識� 約620万本
◯　光ビーコン� 約５万6,000基
◯　交通情報板� 約3,500基
◯　交通管制センター� 163か所
� （平成29年度末現在）

図表５－40 第４次社会資本整備重点計画の概要
（警察関連部分）

○2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据えた
　安全・円滑かつ快適な交通環境の整備
○ITSの活用、信号機の改良等によるより円滑な道路交通の実現

○警察庁インフラ長寿命化計画に即した老朽施設の更新等の推進
重点目標１：社会資本の戦略的な維持管理・更新を行う

重点目標２：災害特性や地域の脆弱性に応じて災害等の

　　　　　　リスクを低減する

重点目標３：人口減少・高齢化等に対応した持続可能な

　　　　　　地域社会を形成する

重点目標４：民間投資を誘発し、経済成長を支える基盤

　　　　　　を強化する

○ITSの活用、信号機の改良等によるより円滑な道路交通の実現
○主要な生活関連経路におけるバリアフリー対応型信号機等の整備
○交通渋滞を緩和する対策の推進

○災害発生時において安全で円滑な交通を確保するための対策の推進
○幹線道路における事故の危険性が高い箇所に対する重点的な交通事故抑
止対策の推進

○市街地や住宅地等における人優先のエリアの形成
○ITSの活用、信号機の改良等による道路交通の安全の確保
○通学路における安全な通行空間の確保
○安全で快適な自転車利用環境の創出の推進

図表５－39 警察の整備する交通安全
施設等

信号機

交通管制センター

道路標識

道路標示

整備後長期間が経過した信号機
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（２）交通管制システムの整備
都市部では道路交通が複雑化・過密化し、
交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因と
なっているため、警察では、交通管制シス
テムにより、道路交通を効率的に管理して、
交通の安全と円滑の確保を図っている。
具体的には、車両感知器等から収集した
交通量や走行速度等の情報を分析し、交通
状況に即応した信号の制御を行うことで、
車両の流れをコントロールしているほか、
収集した交通情報を交通情報板や光ビーコ
ン等を活用して提供することで、交通流・
交通量の誘導及び分散を図るなどの対策を講じている。

（３）交通実態の変化等に即した交通規制
警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容につ
いて常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事
情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施する
ことにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。
このうち、速度規制については、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた

「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、一般道路（注１）に
おいて、実勢速度（注２）、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周
知措置等を計画的に推進している。26年度から28年度にかけて実施した最高速度規制の見直
しについて分析した結果、規制速度が引き上げられた多くの路線で実勢速度の上昇傾向や交通
事故の増加傾向はみられなかった。
また、26年から、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち
時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の
適切な箇所への導入を推進しており、29年度末までに75か所で導入さ
れた。
さらに、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより
守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用
の改善を推進している。

注１：生活道路において推進している速度抑制対策については、175頁参照
２：例えば、ある区間を走行する100台の自動車の走行速度を低いものから順に並べた場合、85番目のものの速度

環状交差点（福岡県宗像市）

コスト削減を図った新たな信号機の導入
警察では、信号機の設置・運用コストの

削減を目的として、平成26年度から、小型
の車両用灯器の開発及び実証実験を行った。
当該実証実験の結果を踏まえ、29年６月か
ら、明るさを保ったままで、信号表示面の
直径を30センチメートルから25センチメー
トルに変更するなどした車両用灯器が、全
国で順次導入されている。

MEMO
図表５－41 コスト削減を図った新たな信号機

従来の車両用灯器
コスト削減を図った
新たな車両用灯器

30センチメートル 25センチメートル

図表５－42 交通管制システム

信号機

情報収集・情報提供

情報提供

情報収集
制御指令

分析 交通管制センター車載装置

交通監視カメラ

交通情報板

光ビーコン

車両感知器

・渋滞情報
・旅行時間情報等
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（４）警察による交通情報提供
警察では、交通管制システムにより収集・分析
したデータを交通情報板やVICS（注１）等を通じて
交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況
や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転
できるようにすることにより、交通の流れを分散
させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。
また、関係団体の協力の下、警察が保有するリ
アルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置
等にオンラインで提供するシステムを構築するな
ど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定
め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。さらに、民間事業
者が保有するプローブ情報（注２）を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供する
ためのシステムを整備・運用している。
このほか、平成29年３月から、警察が保有する交通規制情報及び断面交通量情報（注３）を関係
団体のウェブサイト（注４）を通じて提供している。

（５）交通管理等による環境対策
警察では、沿道地域の交通公害の状況や道
路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度
を低下させてエンジン音や振動を抑えるため
の最高速度規制、エンジン音や振動の大きい
大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車
線規制等の対策を実施している。
また、エコドライブ（環境負荷の軽減に配
慮した自動車の使用）は、環境保全効果だけ
でなく交通事故防止にも一定の効果が期待さ
れることから、「エコドライブ10のすすめ」（注５）
を活用し、毎年11月をエコドライブ推進月間
に設定して、エコドライブの普及を促進して
いる。
さらに、交通状況に即応した信号の制御に
より、交差点における車両の停止・発進回数
を低減させることで、騒音、振動及び排出ガ
スの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。

注１：Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション
装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほ
か、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。

２：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報
３：道路上の特定の地点を単位時間当たりに通過する車両台数情報
４：http://public-data.jartic-raws.durasite.net/opendata.html
５：警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省から構成されるエコドライブ普及連絡会において、エコドライブの効果や取り組みやすさ等

を考慮して策定したもの

VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例

図表５－43 エコドライブ10のすすめ

１　ふんわりアクセル「eスタート」
２　車間距離にゆとりをもって、加速・減速の
　　少ない運転
３　減速時は早めにアクセルを離そう
４　エアコンの使用は適切に
５　ムダなアイドリングはやめよう
６　渋滞を避け、余裕をもって出発しよう
７　タイヤの空気圧から始める点検・整備
８　不要な荷物はおろそう
９　走行の妨げとなる駐車はやめよう
10  自分の燃費を把握しよう
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	 2	 道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保
我が国では、全交通事故死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合が欧米諸国
と比べて著しく高くなっており（注１）、歩行者・自転車利用者の交通事故防止対策が重要な課題
となっている。

（１）ゾーン30の推進
警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者
と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、
最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域
の道路交通の実態に応じて通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注２）の設置等の対策により、
区域内における速度を規制し、通過交通の抑制・排除を図るものであり、平成29年度末までに
全国で3,407か所を整備した。
また、27年度末までに全国で整備したゾーン30において、整備前年度と整備翌年度の１年
間における交通事故発生状況を比較したところ、交通事故発生件数は23.5％、対歩行者・自転
車事故（注３）件数は18.6％減少するなど、区域内における交通事故防止及び自動車の速度の抑制
に効果があることが確認された。警察では、これらの分析結果を踏まえ、引き続き、高齢者や
子供の通行が多い区域等においてゾーン30の整備を進めるとともに、既に整備した区域におい
ても、ゾーン30の入口を明確化する路面表示の設置等の対策を講じている。

（２）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進
警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法
律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、次
の対策を講じている。
①　バリアフリー対応型信号機の整備
音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面
に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間
表示機能付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離
して交通事故を防止する歩車分離式信号等を整備している。
②　見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備
自動車の前照灯の光に反射しやすい素材を用いるなどして見やす
く分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道
上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコート
ゾーンを整備している。
注１：30日以内死者数のうち、歩行中・自転車乗用中の死者数の占める割合は、フランスが20.7％（平成28年（2016年））、英国が30.5％

（同年）、アメリカが18.2％（同年）であるのに対して、日本は52.2％（平成29年）となっている。
２：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）
３：自動車が第１当事者又は第２当事者であって、相手当事者が歩行者又は自転車である交通事故

図表５－44 ゾーン30の整備イメージ

信 号 制 御 の 見 直 し

路面表示（法定外）
の 設 置

ハ ン プ 等 の 設 置ゾーン入口の対策

＜凡 例＞

対策名 道路管理者の対策
対策名 公安委員会の対策

対策名 公安委員会又は道路管理者の対策

区域規制標識
の 設 置

最高速度規制の実施

ゾーン内の対策

ゾーン周辺の対策

右折車線の設置及び
進行方向別通行区分
規 制 の 実 施

大型通行禁止規制等
の 実 施

路側帯の設置・拡幅及
び 中 央 線 の 抹 消

音響式信号機 経過時間表示機能 
付き歩行者用灯器

高輝度標識 エスコートゾーン
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	 3	 総合的な駐車対策
（１）違法駐車の状況
違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなっ
たり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活
全般に大きな影響を及ぼしている。
また、違法駐車は、交通事故の原因ともなっており、平成29年中には、駐車車両への衝突事
故が892件発生し、37人が死亡した。さらに、110番通報された苦情・要望・相談のうち、駐
車問題に関するものが12.7％を占めており、国民の関心も高い。

（２）駐車対策の推進
警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や
道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるハード的手法及びき
め細かな駐車規制、違法駐車の取締り、積極的な広報啓発活動等のソフト的手法が一体となっ
た、総合的な駐車対策を推進している。
①　きめ細かな駐車規制
地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直
しを実施するとともに、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配
慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うなど、きめ細かな駐
車規制を推進している。
②　違法駐車の取締り
違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガ
イドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点
を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直し
を行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努
めている。また、放置車両（注１）の確認事務（注２）については、警察署長から
委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。

③　保管場所の確保対策
道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等
に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行う
とともに、いわゆる青空駐車（注３）や車庫とばし（注４）の取締りを行っている。

注１：違法駐車と認められる車両であって、その運転者がこれを離れて直ちに運転することができない状態にあるもの
２：放置車両の確認と放置駐車確認標章の取付けに関する事務
３：道路を自動車の保管場所として使用する行為
４：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為

物流に配慮した交通規制

駐車監視員の活動状況

図表５－45 確認事務の民間委託の状況の推移
（平成25～29年）

� 年次�
区分 25 26 27 28 29

委託警察署数（署） 389 393 397 407 406 
受託法人数（法人） 58 58 55 54 53 
駐車監視員数（人） 2,076 2,060 2,054 1,988 1,986 

図表５－46 放置車両確認標章の取付け状況の
推移（平成25～29年）

� 年次�
区分 25 26 27 28 29

取付け件数（件） 1,664,504 1,499,283 1,394,977 1,329,894 1,285,596 

うち駐車監視
員によるもの 1,158,390 1,056,000 977,003 922,716 887,825 
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	 4	 ITSの推進
（１）UTMS（注１）の開発・整備によるITS（注２）の推進
警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の
機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環
境負荷の低い交通社会の実現を目指している。

（２）ITSに関する国際協力の推進
警察では、平成29年（2017年）10月から同年11月にかけて、

カナダ・モントリオールで開催された第24回ITS世界会議（注３）にお
いて、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するととも
に、各国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。
また、警察庁では、米国運輸省道路交通安全局との間で署名し
た、交通安全、ITS及び緊急時対応の協力に関する文書に基づき、
30年１月、米国で会議を開催し、両国が推進するITSに関する施策について情報交換を行った。

注１：Universal Traffic Management Systems（新交通管理システム）の略
２：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略
３：ITSに関する３つの団体が共同で開催する、ITSの研究・実用化を推進するための会議。第１回は平成６年（1994年）にパリで開催さ

れ、第24回は世界65か国から産学官の関係者約8,000人が参加

図表５－47 警察におけるITSの概要（平成29年度末現在）

信号機交通管制センター

光ビーコン等

PTPS

TSPS DSSS

40都道府県で運用中

34都道府県で運用中 ９都府県で運用中

注：Public Transportation Priority
　　Systems（公共車両優先システム）の略

注：Traffic Signal Prediction Systems
　　（信号情報活用運転支援システム）の略

注：Driving Safety Support Systems
　　（安全運転支援システム）の略

ピピッ！！！

※ITS無線路側機

・信号通過支援
・赤信号減速支援
・発進遅れ防止支援

①信号情報の送信

②運転者に対する情報提供

※光ビーコン

バス等の大量公共輸送機関を優先的
に走行させる信号制御を行い、定時
運行と利便性の向上を図るシステム

運転者に信号交差点への到着時における信号
灯火等に関する情報を事前に提供すること
で、ゆとりある運転を促し、急停止・急発進
に伴う交通事故の防止等を図るシステム

UTMSの心臓
部として、車
載装置との双
方向通信によ
る情報等を基
に、交通情報
の収集や信号
制御を行うも
の

　運転者に周辺の交通状況等を視覚・聴
覚情報により提供することで、危険要因
に対する注意を促し、ゆとりを持った運
転ができる環境を作り出すことにより、
交通事故防止を図るシステム

①車両・歩行者の検知

②検知情報等の送信

③運転者に対する注意喚起

・右折時衝突防止支援
・歩行者横断見落とし防止支援

第24回ITS世界会議
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	 1	 交通事故防止に資する交通指導取締り
（１）PDCAサイクルによる交通指導取締り
警察では、平成25年12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等
の在り方に関する提言」を踏まえ、交通事故の発生状況等を分析し、取締りを実施する時間、
場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するとともに、
その効果を検証し、検証結果を次の対策に反映するというPDCAサイクルを機能させることに
よって、交通事故防止に資する交通指導取締りを推進している。
また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する
交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速
度取締りを重点的に実施する路線や時間帯等をウェブサイト等により公表している。

（２）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策
警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為
の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲
酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の
交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反
及び駐車違反等の迷惑性が高い違反に重点を置
いた取締りを推進している。
また、近年、スマートフォン等の画面を注視し
ていたことに起因する交通事故が増加傾向にあり、
運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通
事故につながり得る極めて危険な行為であること
から、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対
して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用
等の交通指導取締りを推進している。
さらに、いわゆるあおり運転等の悪質・危険
な運転行為を防止するため、交通指導取締りの
強化をはじめとした諸対策を推進している。
平成29年中は、648万2,542件の道路交通法
違反を取り締まっている。

5第 節
道路交通秩序の維持

図表５－48 主な道路交通法違反の取締り状況
（平成29年）

最高速度違反
1,478,281件
（22.8％）

一時停止違反
1,327,461件
（20.5％）

信号無視
725,030件
（11.2％）歩行者妨害

145,292件
（2.2％）

携帯電話使用等
915,797件
（14.1％）

通行禁止違反
730,572件
（11.3％）

駐（停）車違反
243,283件
（3.8％）

その他
869,011件
（13.4％）

無免許運転
20,620件
（0.3％）

酒酔い・酒気帯び運転
27,195件
（0.4%）

※交差点関連違反　2,197,783件（33.9％）

図表５－49 携帯電話使用等に係る交通事故の発生状況
の推移（平成25～29年）
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（件）

（年）

画像目的使用 通話目的使用 ハンズフリー使用 その他動作

注：「その他動作」とは、携帯電話等を取ろうとしたなど、他の使用以外の携帯電話等に関す
る動作をいう。

運転中の携帯電話使用等の防止に関する政府広報
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（３）使用者等（注１）の責任追及等
事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれ
らに起因する事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車
の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等を検挙するな
ど、使用者等の責任も追及している。
また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通
法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動
車による交通事故防止を図っている。
さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪
に対しても、取締りを推進している。

（４）暴走族等対策
暴走族は、減少傾向にあるものの、都市部を中心に、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を
及ぼしている。
警察では、共同危険行為、騒音関係違反（注２）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推
進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるな
ど、総合的な暴走族対策を推進している。
また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」等と呼ばれる集団の中には、暴走族
風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、大規模な集団走行を各地で行うなど、迷惑性の高
いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図るとともに、関係機関と連携して騒
音関係違反等に対する指導取締りを行っている。

注１：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。
２：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。

旧車會に対する取締り

CASE

過積載運転の取締りを端緒に、宮崎県生コンクリート工業
組合等の代表理事としての立場で、生コンクリート製造販売
会社の運転手に過積載運転を要求したとして、平成29年3月、
同代表理事に対し、道路交通法の規定に基づく再発防止命令
を発出した（宮崎）。

過積載運転の取締り

図表５－50 暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成25～29年）

年次
区分 25 26 27 28 29

人
員

暴走族（人） 6,933 6,830 6,771 6,595 6,220 
旧車會（人） 6,601 6,044 6,173 6,114 6,304 

検
挙
人
員

暴
走
族

道路交通法違反（人）	 16,364 12,544 12,280 10,088 9,197 
うち共同危険行為 1,194 1,323 1,306 1,149 869 

道路運送車両法違反（人） 191 129 177 187 132 
旧
車
會

道路交通法違反（人） - 1,635 1,659 1,439 1,050 
道路運送車両法違反（人） - 30 49 37 27 

注１：旧車會の人員は、違法行為を敢行する者として把握した数を示す。
２：旧車會の検挙人員は、26年から集計
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	 2	 適正かつ緻密な交通事故事件捜査
（１）交通事故事件の検挙状況
平成29年中の交通事故事件の検挙状況は、
図表５－51のとおりである。

（２）適正かつ緻密な交通事故事件捜査
警察では、一定の重大・悪質な交通事故の
発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な
経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現
場に臨場して、初動段階から捜査を統括する
とともに、科学的な交通事故解析の研修を積
んだ交通事故鑑識官が現場で証拠収集に従事
するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進し
ている。
特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等
が疑われるものについては、一般的に交通事
故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の
重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アル
コール等影響発覚免脱罪の立件を視野に入れ
た捜査を推進している。
また、ひき逃げ事件については、交通鑑識
資機材や常時録画式交差点カメラの有効活用
による被疑者の早期検挙を図っており、平成
29年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率（注）は、
100.0％であった。

注：検挙件数には、29年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

図表５－51 交通事故事件の検挙状況（平成29年）

区分 件数（件）

合　　　計			   453,313 

自
動
車
運
転
死
傷
処
罰
法

（注1）

法2条
危険運転致死 21 

危険運転致傷 339 

法3条
危険運転致死 10 

危険運転致傷 247 

法4条
過失運転致死アルコール等影響発覚免脱 2 

過失運転致傷アルコール等影響発覚免脱 106 

法5条
過失運転致死 2,973 

過失運転致傷 443,345 

法6条1項 無免許危険運転致傷 48 

法6条2項
無免許危険運転致死 0 

無免許危険運転致傷 5 

法6条3項
無免許過失運転致死アルコール等影響発覚免脱 0 

無免許過失運転致傷アルコール等影響発覚免脱 5 

法6条4項
無免許過失運転致死 24 

無免許過失運転致傷 1,157 

刑
法

危険運転致死（注2） 0 

危険運転致傷（注3） 0 

自動車運転過失致死等（注4） 20 

自動車運転過失傷害等（注5） 258 

重過失致死及び過失致死 31 

重過失傷害及び過失傷害 4,722 

注１：自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律
２：「危険運転致死」とは、改正前の刑法208条の２の危険運転致死をいう。
３：「危険運転致傷」とは、改正前の刑法208条の２の危険運転致傷をいう。
４：�「自動車運転過失致死等」とは、自動車運転過失致死（改正前の刑法
211条２項）及び業務上過失致死（刑法211条１項）をいう。

５：�「自動車運転過失傷害等」とは、自動車運転過失傷害（改正前の刑法
211条２項）及び業務上過失傷害（刑法211条１項）をいう。

CASE

29年６月、東名高速道路の本線車道上に停止中の普通乗用自動車が大型貨物自動車に追突さ
れ、普通乗用自動車の運転者等６人が死傷する事故が発生した。自動車を運転し、被害者が乗
車する普通乗用自動車を追い越した後、同車の進路を塞ぐように車線変更及び減速を繰り返す
などして、同車を本線車道上に停止させ、同車に大型貨物自動車を追突させたとして、同年10
月、建設作業員の男（25）を過失運転致死傷罪等で逮捕した。その後、被疑者の取調べや実況
見分等の捜査を実施した結果、被害者が乗車する普通乗用自動車の通行を妨害する目的で自動
車を走行させていたことが明らかとなった（同月、より罰則の重い危険運転致死傷罪等で起訴）
（神奈川）。
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（３）交通事故事件捜査の科学化・合理化
緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県
警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝
突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速
度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。
また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽
減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注１）をはじめとする各種の機器の
活用を図っている。
他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関して
は、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。

（４）交通事故被害者等（注２）の支援
警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注３）に基づき、交通事故被害者等の要望や心情
に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注４）等に基づき、ひき逃げ事件、死亡
又は全治３か月以上の重傷の被害が生じた交通事故事件、危険運転致死傷罪の適用が見込まれ
る事件等を中心として、交通事故被害者等に対して、捜査への支障の有無等を勘案しつつ、で
きる限り、交通事故事件の概要、捜査経過、被疑者の検挙や運転免許の停止・取消処分等に関
する情報を提供するよう努めている。
また、交通事故被害者等に対して、「被害者の手引」等を活用して、刑事手続の流れ、交通事
故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事件や無保険車両による交通事故の被害
者に国が損害を填補する救済制度、各種相談窓口等について説明を行うとともに、交通事故被
害者等からの要望を聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進している。
さらに、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置され、交通事故被害者等への連
絡を総括する被害者連絡調整官等を効果的に運用し、組織的かつ適切な交通事故被害者等の支
援を推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜
査員等に対する教育を強化している。
このほか、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩
み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交
通事故被害者サポート事業が、28年に内閣府から警察庁に業務移管され、同事業の一環として、
交通事故被害者等の支援に携わる関係者の意思疎通を図るための意見交換会等を開催している。
注１：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場における道路構造や路面の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次

元点群データを作成する機器。同データは、専門のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。
２：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族
３：平成28年４月に第３次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、32年度末までの５年間において、警察庁が講ずるべき具体

的な取組内容等について定められている。
４：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するために制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。

3Dレーザースキャナによる三次元画像 3Dレーザースキャナによる測定状況
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線
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高齢運転者の交通事故防止のために
千葉県警察本部交通部運転免許本部免許課高齢者講習係

椿
つばき
　浩
ひろ
明
あき
　警部補

臨時高齢者講習とは、特定の交通違反を犯した高齢者の中で、臨時認知機能検査
の結果から、認知機能が低下していると認められた方に受講してもらうものです。
この講習では、受講者本人に認知機能の低下を自覚してもらい、認知機能に応じた
安全な運転行動ができるよう、安全確認の方法等を指導しているのですが、実際に
講習を受講していただくために電話で連絡をすると、「何で行かないといけないん
だ！」「試験で落ちたら免許がなくなってしまうの？」などと、怒りや不安の言葉
を口にされる方も多くいらっしゃいます。車が生活の一部である方にとっては、運
転ができるか否かは死活問題なのです。
受講者の多くは、最初は大変緊張しており、笑顔もありません。しかし、実際に自分の運転した映像を見ながら指
導を受けると、「止まったつもりだったのにね」、「確認不足だね」と言いながら自分の運転に足りない部分を確認し、
多くの方が講習終了時には「ありがとう、勉強になりました」と言って、笑顔で帰られます。
また、受講者の一人から「歳を取ると体が思い通りに動かないのよ。この気持ち分かる？」と言われた経験から、
認知症の方や身体が不自由な方の特性をより深く理解するため、介護職員初任者研修を受講し、少しでも受講者の立
場を理解して、効果的なアドバイスを行うことを心掛けています。
今後も高齢運転者による交通事故を一件でも減らせるよう工夫しながら講習に取り組んでいきたいと思います。

シーポック　

絶対に捕まえる
愛知県警察本部交通部交通捜査課交通鑑識係

山
やま
縣
がた
　薫

かおる
　巡査長

私は、以前警察署で勤務していたとき、青信号で横断歩道を渡っていた小学生が犠
牲となる凄惨な交通死亡事故の捜査に従事しました。その時、交通死亡事故の被害者
が、心の準備ができないまま、ある日突然人生に終止符を打たれてしまうという理不
尽さに怒りを感じるとともに、被害者と遺族のため、交通事故現場で身を粉にして鑑
識活動を行う交通捜査員の姿に憧れ、交通捜査部門を希望しました。
私の現在の担当業務は、悪質で卑劣なひき逃げ事件の現場に残された僅かな資料か

ら、逃走車両を割り出し、犯人を捕まえることです。
現所属に着任して間もない頃、県内で死亡ひき逃げ事件が発生し、多くの捜査員が現場に臨場しましたが、唯一の手
掛かりは、長さ５センチメートルほどの黒色のプラスチック片一つでした。
これまで当県警が収集・蓄積してきたあらゆる車両の膨大なパーツデータを検索しては、現場に残されたプラスチック
片と照合する作業が数日間続き、多数のパーツデータと照合しても一致せず、心が折れそうになることもありました。し
かし、被害者の無念を思い、諦めずに照合作業を続けた結果、ようやく現場資料と一致するパーツを確認し、容疑車両
の車種を特定することができたのです。そして、その後の速やかな捜査により、犯人を特定し、逮捕することができました。
尊い人命が奪われる悲惨な死亡ひき逃げ事件。被害者の無念と遺族の深い悲しみを思えば、現場に残された証拠がほ

んの小さなパーツ一つであったとしても、犯人を「絶対に捕まえる」という強い気持ちが私を駆り立て、日々任務に取り
組んでいます。

コノハけいぶ
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